
騰落率

６ヶ月

2012年6月4日
2007年7月13日

※投資国別・通貨別・業種別の各構成比率は、マザーファンド
   の株式評価総額に対する比率です。
※投資国は、本社の登記を基準としており、実際の営業拠点
　 とは異なる場合があります。
※業種はMSCI/S&P GICS（世界産業分類基準）によるものです。

514円

信託報酬等その他の部分

-10円分配金

2,270円 -85円

ポートフォリオの状況

対象期間：2005年3月28日～2026年1月30日 対象期間：2026年1月5日～2026年1月30日

投資国別構成比率（上位10ヶ国）

設定来の基準価額の推移

為替部分

基準価額の変動金額

１ヶ月

67.27%

１年

20.96%

３ヶ月

【基準価額変動の要因分解】
設定来 月間

運用実績

9,635円

※騰落率は、分配金(税引前)を再投資したものとして計算しております。

36億円純資産総額

27.91%

業種別構成比率

株式部分

為替部分

7,905円

分配金累計

8,740円

※分配金再投資基準価額は、分配金(税引前)を再投資したものとして計算しておりま
す。ただし、設定来の分配金が0円のファンドにつきましては基準価額と重なって表示
されております。
※基準価額の推移は、信託報酬控除後の価額を表示しております。

第246期 第247期

【税引前分配金実績（１万口あたり）】

第248期

※運用状況によっては、分配金額が変わる場合、あるいは分配金が支払われない場合があります。

-1,801円

第250期

-8,740円

信託報酬等その他の部分

-365円 407円

通貨別構成比率（上位10通貨）

ベビーファンド構成比率 マザーファンド構成比率

・平均配当利回り 2.87%

※比率はマザーファンドの純資産総額を
100％として計算しております。

※比率はベビーファンドの純資産総額を100％と
　 して計算しております。
※「現金等」のマイナス値： 基準日において未払
　 金等が現金よりも多い場合を示しております。

※金額は、対象期間における基準価額の変動を表したものです。
※金額は、円未満を四捨五入しております。

-13円

10円 10円 10円

第249期

10円 10円

ドイチェ・グローバル好配当株式ファンド（毎月分配型）

月次報告書 2026年1月30日基準日：　

追加型投信／内外／株式

設定・運用　：　ドイチェ・アセット・マネジメント株式会社

分配金

（最安値）

基準価額

基準価額の変動金額

10.87%

12,028円
2,966円

（最高値）

293.74%

３年

4.52%

設定来

株式部分0
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分配金再投資基準価額（左）

基準価額（左）

100.1%

現金等

-0.1%

株式

97.2%

現金等

2.8%

32.7%

13.0% 9.6% 8.8% 6.3% 5.2% 4.8% 3.1% 3.0% 2.4%

0%

20%

40%

60%

52.3%
20.8%

8.5% 5.5% 5.2% 4.8% 1.9% 1.1%

0%

20%

40%

60%

18.1%

10.4%

9.2%

9.1%

9.0%

7.9%

7.9%

6.1%

4.5%

3.3%

3.2%

2.8%

2.1%

2.0%

1.5%

1.3%

0.8%

0.6%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

素材

エネルギー

公益事業

医薬品・ﾊﾞｲｵﾃｸﾉﾛｼﾞー ・ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽ

保険

食品・飲料・タバコ

銀行

資本財

半導体・半導体製造装置

ヘルスケア機器・サービス

電気通信サービス

家庭用品・パーソナル用品

商業・専門サービス

テクノロジー・ハードウェアおよび機器

運輸

ソフトウェア・サービス

自動車・自動車部品

金融サービス

ﾄﾞｲﾁｪ･ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ

好配当株式ﾏｻﾞｰ
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台湾積体電路製造 [TSMC/台湾ｾﾐｺﾝﾀﾞｸﾀｰ]（Taiwan Semiconductor
Manufacturing Company, Ltd.）は半導体メーカー。ウエハー製造、プ
ロービング、組み立て、検査のほか、マスクの製造、設計サービスを提
供する。同社の集積回路（IC）はコンピューター、通信機器、消費者向
け電子製品、自動車、工業機器の各産業で使用される。

ジョンソン・エンド・ジョンソン（J&J）（Johnson & Johnson）はヘルス
ケア製品メーカー。ヘルスケア製品を製造し、医薬品、医療機器・
診断市場に製品とサービスを提供する。主な製品は、スキンケア・
ヘアケア製品、アセトアミノフェン製品、医薬品、診断機器、手術用
機器など。世界各地で事業を展開。

シェル（Shell PLC）は石油会社。石油製品の精製に従事。燃料、
化学品、および潤滑油を製造・輸入するほか、ガソリンスタンド網
を運営する。世界各地で事業を展開。

組入れ上位10銘柄の合計

トタルエナジーズ（TotalEnergies SE）はエネルギー会社。原油、天
然ガス、および低炭素電力を生産、輸送、供給するほか、石油化
学製品を精製する。世界各地でガソリンスタンドを保有、運営。

ネクステラ・エナジー（NextEra Energy, Inc.）はクリーンエネルギー
会社。風力や太陽光の再生可能エネルギーを通じて発電・販売す
るとともに、バッテリー貯蔵ソリューションも提供する。米国フロリダ
州で事業を展開。

10 銀行

素材

エネルギーエンブリッジ

9

ＨＳＢＣホールディングス イギリス

キュラソーシュルンベルジェ エネルギー

※出所： ブルームバーグ等
※業種はMSCI/S&P GICS（世界産業分類基準）によるものです。
※比率は、マザーファンドの株式評価総額に対する比率です。
※新興国の株式及び預託証書等については米ドル等で取引される場合があり、通貨区分はその取引通貨となります。なお価格には、対象となる新興国通貨とその取引通貨との為替が反映されています。

公益事業

2.75%

2.65%

フランス

アメリカ

5.59%トタルエナジーズ エネルギー

2.64%アメリカ
ニューモント（Newmont Corporation）は鉱山会社。鉱物資源の取
得、探鉱、開発に従事。金、銅、銀、亜鉛、および鉛の生産・販売
を手掛ける。世界各地で事業を展開。

0.79%

2.57%

7

2.88%

半導体・半導
体製造装置

医薬品・ﾊﾞｲｵ
ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ・ﾗｲ
ﾌｻｲｴﾝｽ

0.74%

1.14%

2.29%

3.87%

3.05%台湾

アメリカ

イギリス

2.96%

エネルギー

ドイチェ・グローバル好配当株式ファンド（毎月分配型）

月次報告書 基準日：　

素材 カナダ

国 会 社 概 要

アグニコ・イーグル・マインズ（Agnico Eagle Mines Limited）は金生
産会社。主にケベック北西部、メキシコ北部、フィンランド北部、ヌ
ナブトで事業を展開。カナダ、欧州、中南米、米国で探鉱事業も手
掛ける。主に坑内作業による金鉱の探鉱、開発、拡張に注力。

2026年1月30日

組入れ上位10銘柄

比率銘柄名称 業種

6.12%1

5

ネクステラ・エナジー6

アグニコ・イーグル・マイ
ンズ

ニューモント

2

3

4

台湾積体電路製造［ＴＳ
ＭＣ／台湾セミコンダク
ター］（ＡＤＲ）

ジョンソン・エンド・ジョン
ソン

シェル

30.08% 組入れ銘柄数： 65

2.43%

追加型投信／内外／株式

設定・運用　：　ドイチェ・アセット・マネジメント株式会社

2.27%

2.32%

エンブリッジ（Enbridge Inc.）はエネルギー輸送会社。エネルギー・
プロジェクトに関わる原油・液体パイプラインシステム、天然ガス輸
送、および中流事業を提供するほか、電力・小売エネルギー製品
を販売する。北米で事業を展開。

シュルンベルジェ（Schlumberger N.V.）は油田サービス会社。新エ
ネルギーシステムのスケール化、大規模なデジタル配信、石油・ガ
スのイノベーション、脱炭素化工業製品およびサービスのほか、地
熱エネルギーの活用、企業データパフォーマンス、メタン除去ソ
リューションを手掛ける。世界各地で事業を展開。

HSBCホールディングス（HSBC Holdings PLC）は持株会社。事業
内容はリテールおよびコーポレート・バンキング、貿易金融、受託
業務､証券代理、保管業務、キャピタルマーケット、財務サービス、
プライベート・バンキング、投資銀行、保険など多岐にわたる。世
界中で事業を展開。

カナダ 5.84%

2.44%

3.98%

8

配当
利回り
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設定・運用　：　ドイチェ・アセット・マネジメント株式会社

 出所：ブルームバーグ、MSCI欧州株価指数

3) アジア・パシフィック

 出所：ブルームバーグ、MSCIアジア環太平洋株価指数

＜上記指数について＞
MSCI北米株価指数、MSCI欧州株価指数、MSCIアジア環太平洋株価指数はMSCIインク(以下「MSCI」といいます。)が算出する指数です。MSCI北米株価指数、MSCI欧州株価指数、MSCI
アジア環太平洋株価指数に関する著作権、知的財産権その他一切の権利はMSCIに帰属します。また、MSCIは同指数の内容を変更する権利及び公表を停止する権利を有しています。

投資環境

過去１ヶ月の株式市場動向 株式市場コメント

1) 北米

 出所：ブルームバーグ、MSCI北米株価指数

2) 欧州

ドイチェ・グローバル好配当株式ファンド（毎月分配型）

月次報告書 基準日：　 2026年1月30日

追加型投信／内外／株式
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北米株式
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206
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欧州株式

3550

3600

3650

3700

3750

3800

3850

3900

3950

4000

12/30 1/6 1/13 1/20 1/27

アジア・パシフィック株式

北米株式市場で株価は上昇しました。月の前半は、米国によるベ

ネズエラ攻撃や、トランプ米大統領の国防費増額要求等を背景に

防衛関連株を中心に株価は上昇しました。後半は、米国によるグ

リーンランド領有の意向を巡り欧米間の対立激化が懸念され株価

は一時的に調整しましたが、トランプ米大統領が武力行使を否定

し追加関税を見送ったことで懸念が和らぎ株価は反発しました。

アジア株式市場で株価は大幅に上昇しました。香港市場では、不

動産市況の回復期待等から買われた不動産株や、アナリストの

目標株価引き上げ等が好感された保険株が相場を牽引し、株価

は大幅に上昇しました。オーストラリア市場では、商品価格の上

昇を背景に資源関連株が相場を牽引し、株価が上昇しました。

欧州株式市場で株価は上昇しました。月の前半は、ユーロ圏のイ

ンフレ鈍化等が好感され、株価は堅調に推移しました。後半は、

米国によるグリーンランド領有に反対する欧州諸国に対して追加

関税を課すとトランプ米大統領が発表し、欧米間の対立激化が懸

念されたことから株価は一時調整しましたが、トランプ米大統領が

武力行使を否定し追加関税を見送ったことや、商品価格の上昇を

背景に関連銘柄が買われたこと等から、株価は反発しました。
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ドイチェ・グローバル好配当株式ファンド（毎月分配型）

月次報告書 基準日：　 2026年1月30日

追加型投信／内外／株式

設定・運用　：　ドイチェ・アセット・マネジメント株式会社

※将来の市場環境の変動等により、上記運用方針が変更される場合があります。

投資環境

過去１ヶ月の為替市場動向

 出所：ブルームバーグ

運用状況

今後の運用方針
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ドル円レート

181.0

182.0

183.0

184.0

185.0

186.0

187.0
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ユーロ円レート

208.0
209.0
210.0
211.0
212.0
213.0
214.0
215.0

12/30 1/6 1/13 1/20 1/27

英ポンド円レート

102.0
103.0
104.0
105.0
106.0
107.0
108.0
109.0

12/30 1/6 1/13 1/20 1/27

豪ドル円レート

為替市場では対米ドルおよび対ユーロで円高になりました。

当月の基準価額は4.52％上昇しました。金価格の高騰により業績拡大期待が高まったカナダや米国の金鉱山会社や、第4四半期決算が市

場予想を上回ったことや増配の発表、米国企業によるベネズエラでの原油生産が増加するとの期待等が株価を押し上げたキュラソーの油田

サービス会社等の保有が基準価額にプラスに寄与しました。

当ファンドは、基準価額水準等を勘案して当月は10円の分配を行いました。

1月と同様に、今後も地政学的リスクによりボラティリティが高まる局面が想定されます。また、AIやデータセンター分野は高い成長を続けると

見ているものの、巨額の設備投資に見合う業績成長に繋げられるかどうか、銘柄選別がより重要になると見ています。運用にあたっては、引

き続きリスクを注視しつつ、良好な業績が見込まれ、かつ相対的に高い配当利回りが期待される銘柄に注目していく方針です。
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※「ファミリーファンド方式」とは、運用及び管理面の合理化・効率化をはかるため、投資者から集めた資金をまとめて
　　ベビーファンドとし、その資金を主としてマザーファンドに投資して実質的な運用を行う仕組みです。

設定・運用　：　ドイチェ・アセット・マネジメント株式会社

実質外貨建資産については、原則として為替ヘッジを行いません。

ファンドの特色

当ファンドは、信託財産の成長を目標に積極的な運用を行うことを基本とします。

世界各国の株式を実質的な主要投資対象とし、安定的な配当収益の確保を追求するとともに、中長期的な値上がり益の
獲得を目指します。

■配当利回りに注目し、世界各国の株式に分散投資を行います。
■企業のファンダメンタルズ、事業の継続性等を中心とした定性判断を加え、投資銘柄を選択します。

毎月決算を行い、収益分配を行います。

■毎月21日（当該日が休業日の場合は翌営業日）に決算を行い、収益分配方針に基づき収益分配を行います。
■配当収益を中心とし、毎月安定的に分配を行うことを基本とします。
■３月及び９月の決算時には、配当収益に売買益（評価益を含みます。）を加えた額を分配対象収益として分配を行う場合があります。
■分配対象額が少額の場合は分配を行わないこともあります。
（注１）「原則として安定分配を行う」方針としていますが、これは、運用による収益が安定したものになることや基準価額が安定的に推移すること等を示唆するものではありま
　　　　せん。また、基準価額の水準、運用の状況等によっては安定分配とならない場合があることにご留意下さい。
（注２）将来の分配金の支払い及びその金額について保証するものではありません。

（注）市況動向及び資金動向等によっては、上記のような運用ができない場合があります。

投資リスク

基準価額の変動要因

当ファンドは、値動きのある有価証券等に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、投資元金が保証されている
ものではなく、これを割込むことがあります。当ファンドに生じた利益及び損失は、すべて投資者に帰属します。基準価額の変
動要因は、以下に限定されません。なお、当ファンドは預貯金と異なります。

①株価変動リスク

ドイチェ・グローバル好配当株式ファンド（毎月分配型）
追加型投信／内外／株式

月次報告書 

ファミリーファンド方式※で運用を行います。

・マザーファンドを投資対象とする他のベビーファンドの購入申込みまたは換金申込み等により、当該マザーファンドにおいて
売買が生じた場合等には、当ファンドの基準価額が影響を受けることがあります。
・当ファンドは、大量の換金が発生し短期間で換金代金を手当てする必要が生じた場合や主たる取引市場において市場環境
が急変した場合等に、一時的に組入資産の流動性が低下し、市場実勢から期待できる価格で取引できないリスク、取引量が
限られてしまうリスクがあります。これにより、基準価額にマイナスの影響を及ぼす可能性や、換金申込みの受付けが中止と
なる可能性、換金代金の支払いが遅延する可能性等があります。
・当ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の６の規定（いわゆるクーリング・オフ）の適用はありません。

株価は、政治経済情勢、発行企業の業績、市場の需給等を反映して変動し、短期的または長期的に大きく下落することがあ
ります。これによりファンドの基準価額が影響を受け損失を被ることがあります。

外貨建資産の価格は、為替レートの変動の影響を受けます。外貨建資産の価格は、通常、為替レートが円安になれば上昇し
ますが、円高になれば下落します。したがって、為替レートが円高になれば外貨建資産の価格が下落し、ファンドの基準価額
が影響を受け損失を被ることがあります。

②為替変動リスク
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③カントリーリスク

④信用リスク

⑤流動性リスク

株価は、発行者の信用状況等の悪化により下落することがあり、これによりファンドの基準価額が影響を受け損失を被ること
があります。なお、新興国の株式は、先進諸国の株式に比べ、相対的に信用リスクが高くなると考えられます。

急激かつ多量の売買により市場が大きな影響を受けた場合、または市場を取り巻く外部環境に急激な変化があり、市場規模
の縮小や市場の混乱が生じた場合等には、機動的に有価証券等を売買できないことがあります。このような場合には、当該
有価証券等の価格の下落により、ファンドの基準価額が影響を受け損失を被ることがあります。

その他の留意点

投資対象国の政治、経済情勢の変化等により、市場が混乱した場合や、組入資産の取引に関わる法制度の変更が行われた
場合等には、有価証券等の価格が変動したり、投資方針に沿った運用が困難な場合があります。これらにより、ファンドの基
準価額が影響を受け損失を被ることがあります。なお、新興国への投資については、一般的に先進諸国への投資に比べカン
トリーリスクが高くなります。

1

2

3

4
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収益分配金に関する留意事項

ドイチェ・グローバル好配当株式ファンド（毎月分配型）

月次報告書 

設定・運用　：　ドイチェ・アセット・マネジメント株式会社

追加型投信／内外／株式

●分配金は、預貯金の利息とは異なり、投資信託の純資産から支払われますので、分配金が支払われると、その金額相当分、

基準価額は下がります。

●分配金は、計算期間中に発生した収益（経費控除後の配当等収益及び評価益を含む売買益）を超えて支払われる場合があ

ります。その場合、当期決算日の基準価額は前期決算日と比べて下落することになります。また、分配金の水準は、必ずしも

計算期間におけるファンドの収益率を示すものではありません。

●投資者のファンドの購入価額によっては、分配金の一部または全部が、実質的には元本の一部払戻しに相当する場合があ

ります。ファンド購入後の運用状況により、分配金額より基準価額の値上がりが小さかった場合も同様です。

投資信託の純資産

分配金

投資信託で分配金が

支払われるイメージ

（注）分配対象額は、①経費控除後の配当等収益及び②経費控除後の評価益を含む売買益並びに③分配準備積立金及び④収益調整金です。分配金は、分配方針に基づき、分配

対象額から支払われます。

※上記はイメージであり、実際の分配金額や基準価額を示唆するものではありませんのでご留意下さい。

分配金

支払後

基準価額

個別元本

普通分配金

元本払戻金
(特別分配金)投資者の

購入価額

（当初個別

元本）

分配金

支払後

基準価額

個別元本

元本払戻金
(特別分配金)投資者の

購入価額

（当初個別

元本）

※元本払戻金（特別分

配金）は実質的に元本

の一部払戻しとみなされ、

その金額だけ個別元本

が減少します。また、元

本払戻金（特別分配金）

部分は非課税扱いとな

ります。

分配金の一部が元本の一部払戻しに相当する場合 分配金の全部が元本の一部払戻しに相当する場合

前期決算日から基準価額が上昇した場合

計算期間中に発生した収益を超えて支払われる場合

普通分配金：個別元本（投資者のファ

ンドの購入価額）を上回る部分からの

分配金です。

元本払戻金（特別分配金）：個別元本

を下回る部分からの分配金です。分配

後の投資者の個別元本は、元本払戻

金（特別分配金）の額だけ減少します。

（注）普通分配金に対する課税については、「投資信託説明書（交付目論見書）」の「手続・手数料等」の「ファンドの費用・税金」をご参照下さい。

前期決算日

＊５００円

（③+④）

１０,５００円

＊分配対象額

５００円

期中収益

（①+②）

５０円

＊５０円

分配金

１００円

１０,５５０円

当期決算日

分配前

＊５０円を取崩し

＊４５０円

（③+④）

１０,４５０円

当期決算日

分配後

＊分配対象額

４５０円

前期決算日

＊５００円

（③+④）

１０,５００円

＊分配対象額

５００円

配当等収益

（①）２０円

＊８０円

分配金

１００円

１０,４００円

当期決算日

分配前

＊８０円を取崩し

＊４２０円

（③+④）

１０,３００円

当期決算日

分配後

＊分配対象額

４２０円

前期決算日から基準価額が下落した場合



購入申込受付日の翌営業日の基準価額に3.3％（税抜3.0％）を上限として販売会社が定める
率を乗じて得た額

申込締切時間
原則として、販売会社の営業日の午後3時30分までに購入申込み・換金申込みが行われ、販売会社所定の
事務手続きが完了したものを当日の受付分として取扱います。
※販売会社によって異なる場合があります。詳しくは販売会社にお問合せ下さい。

購入時 購入時手数料

換金代金 原則として、換金申込受付日から起算して5営業日目から販売会社においてお支払いします。

課税関係

お申込みメモ

年12回の毎決算時に、信託約款に定める収益分配方針に基づいて行います。ただし、分配対象額が少額の
場合には、分配を行わないことがあります。
（注）将来の分配金の支払い及びその金額について保証するものではありません。

ドイチェ・グローバル好配当株式ファンド（毎月分配型）
追加型投信／内外／株式

月次報告書 

設定・運用　：　ドイチェ・アセット・マネジメント株式会社

信託期間／
繰上償還

信託設定日（2005年3月28日）から無期限
ただし、残存口数が10億口を下回ることとなる場合、受益者のために有利であると委託会社が認める場合ま
たはやむを得ない事情が発生した場合には、信託を終了させていただくことがあります。

販売会社が定める単位とします。詳しくは、販売会社にお問合せ下さい。
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購入価額 購入申込受付日の翌営業日の基準価額

購入単位

決算日 原則として毎月21日（休業日の場合は翌営業日）とします。

収益分配

換金単位 販売会社が定める単位とします。詳しくは、販売会社にお問合せ下さい。

投資者が直接的に負担する費用

ファンドの費用

換金申込受付日の翌営業日の基準価額から信託財産留保額を差し引いた価額

課税上は株式投資信託として取扱われます。
公募株式投資信託は税法上、一定の要件を満たした場合に少額投資非課税制度（NISA（ニーサ））の適用対象と
なります。
当ファンドは、NISAの対象ではありません。
配当控除、益金不算入制度の適用はありません。
※上記は2025年7月末現在のものですので、税法が改正された場合等には変更される場合があります。

換金価額

時期 項目 費用

投資者が信託財産で間接的に負担する費用

換金申込受付日の翌営業日の基準価額に0.3％を乗じて得た額換金時 信託財産留保額

毎日

その他の費用・手数料

当ファンドにおいて、信託事務の処理等に要する諸費用（ファンドの監査に係る監査法人への報酬、法律・税務
顧問への報酬、目論見書・運用報告書等の作成・印刷等に係る費用等を含みます。以下同じ。）、組入資産の
売買委託手数料、資産を外国で保管する場合の費用、租税等がかかります。これらは原則として信託財産が
負担します。ただし、これらの費用のうち信託事務の処理等に要する諸費用の信託財産での負担は、その純資
産総額に対して年率0.10％を上限とします。「その他の費用・手数料」は、運用状況等により変動するものであ
り、一部を除き事前に料率、上限額等を表示することができません。

運用管理費用（信託報酬） 信託財産の純資産総額に対して年率1.43％（税抜1.3％）

＜ご留意事項＞

※
※
※

収益分配金を再投資する際には購入時手数料はかかりません。
「税」とは、消費税及び地方消費税に相当する金額のことを指します。
投資者の皆様が負担する費用の合計額については、ファンドを保有される期間等に応じて異なりますので、表示することができません。

ドイチェ・アセット・マネジメント株式会社
金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第３５９号
加入協会　日本証券業協会　一般社団法人投資信託協会
                一般社団法人日本投資顧問業協会　一般社団法人第二種金融商品取引業協会
信託財産の運用指図等を行います。
ホームページアドレス https://funds.dws.com/ja-jp/

当ファンドの募集の取扱い等を行います。投資信託説明書(交付目論見書)の提供は、販売会社にて行います。
販売会社につきましては、委託会社にお問合せ下さい。

委託会社、その他の関係法人

三井住友信託銀行株式会社
信託財産の保管・管理等を行います。

●委託会社

●販売会社

●受託会社

投資信託のお申込みに関しては、下記の点をご理解いただき、投資の判断はお客様ご自身の責任においてなさいますようお願い申し上げます。
■当資料はドイチェ･アセット･マネジメント株式会社が作成した資料です。■当資料記載の情報は、作成時点のものであり、市場の環境やその他の状況によって予告なく変更することがあります。
データ等参考情報は信頼できる情報をもとに作成しておりますが、正確性・完全性について当社が責任を負うものではありません。また、使用しているデータについては特段の注記の無い限り、
費用・税金等を考慮しておりません。■当資料記載の内容は将来の運用成果等を保証もしくは示唆するものではありません。■投資信託は、株式、公社債などの値動きのある証券（外貨建資産
には為替変動リスクもあります。）に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、元本が保証されるものではありません。投資信託の運用による損益は、すべて投資信託をご購入のお
客様に帰属します。■投資信託は、金融機関の預貯金と異なり、元本および利息の保証はありません。■投資信託は、預金または保険契約ではないため、預金保険および保険契約者保護機構
の保護の対象にはなりません。■登録金融機関を通じてご購入いただいた投資信託は、投資者保護基金の対象とはなりません。■ご購入に際しては、販売会社より最新の投資信託説明書（交
付目論見書）をお渡ししますので、必ず内容をご確認の上、ご自身で判断して下さい。



松井証券株式会社

関東財務局長
（登金）第６２４号

岡三にいがた証券株式会社

金融商品取引業者
関東財務局長
(金商)第１６４号

○

一般社団法
人日本投資
顧問業協会

備考

委託金融商品取引業者：
マネックス証券株式会社

○

○

○

岐阜信用金庫 登録金融機関
東海財務局長
（登金）第３５号

関東財務局長
（登金）第６３３号

○

株式会社イオン銀行

○

ドイチェ・グローバル好配当株式ファンド（毎月分配型）
追加型投信／内外／株式

月次報告書 

設定・運用　：　ドイチェ・アセット・マネジメント株式会社

加入協会

○

○

登録番号 日本証券業
協会

株式会社ＳＢＩ証券

岡三証券株式会社

○○

当ファンドの販売会社は以下の通りです。
（五十音順）

一般社団法
人金融先物
取引業協会
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ＳＭＢＣ日興証券株式会社

金融商品取引業者

金融商品取引業者

登録金融機関

○

関東財務局長
（金商）第５３号

○ ○ ○

○

三菱UFJ eスマート証券
株式会社

金融商品取引業者
関東財務局長
（金商）第６１号

○

※備考欄に*の表示がある場合、購入申込の取扱いを中止しております。詳しくは販売会社にお問い合わせ下さい。

金融商品取引業者
関東財務局長
(金商)第１６９号

○ ○

関東財務局長
（金商）第１９５号

○ ○ ○ ○

○

○

香川証券株式会社 金融商品取引業者

関東財務局長
（金商）第４４号

金融商品取引業者

楽天証券株式会社 金融商品取引業者

株式会社　常陽銀行

マネックス証券株式会社 金融商品取引業者
関東財務局長
(金商)第１６５号

一般社団法
人第二種金
融商品取引
業協会

○

○

○

○

○

○

金融商品取引業者名

関東財務局長
（金商）第２２５１号

○ ○ ○

株式会社ＳＢＩ新生銀行 登録金融機関
関東財務局長
（登金）第１０号

○ ○
委託金融商品取引業者：
株式会社ＳＢＩ証券
マネックス証券株式会社

PayPay銀行株式会社

四国財務局長
（金商）第３号

登録金融機関

登録金融機関
関東財務局長
（登金）第４５号

*


